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 論文 
 

大震災が提起する電力システム問題 

―反省点、対応の動向及びこれからの論点整理など― 
 

栗原史郎1

 
要旨 

本稿は 3.11 の大震災を踏まえ、我が国の電力システムに関して、その反省点、これまで

の対応の動向およびこれからの論点について箇条書きの形式で概括する．さらに原発の再

稼働のあり方や太陽光発電の買い取り価格の設定に関する筆者なりの見解を提示する． 
 
キーワード：大震災，電力システム，原発再稼働，太陽光発電買い取り制度 
 
 

 
Ⅰ．リスクとコストの評価に反省点 

 
1．津波のリスクを過小評価 
まず第一の反省点として、我が国は世界で

有数の地震国でありながら、津波のリスクを

過小評価していたことが挙げられる．今回の

マグニチュード 9.0 という地震は想定外であ

ったのだ．我が国では、すべての大規模火力

発電所と原発が臨海部に立地されている．蒸

気タービンで発電機を回転させて電力を得る

方式の大規模発電所は大量の冷却水の採り入

れと温排水の廃棄が必要とされるが、我が国

の場合はそうしたことが可能な大型河川がな

い．そのため、大規模発電所はすべて臨海地

域に立地されている．内陸と比べると津波リ

スクが大きい臨海地域に立地が集中している

構造となっている．したがって非常用ジーゼ

ル発電機は津波を警戒してできるだけ高台に

設置すべきであったが、そうした事前の配慮

にかけていた．少なくとも九世紀に起きた過

去最大の貞観地震を想定した津波対策を講じ

ておくべきであった．事後の反省とは言え、

大いに悔やまれてならない． 

 
2．安全神話の横行 
次に第二の反省点として、国民の大多数が

原発安全神話の横行を許してしまった点が挙

げられる．原発には崩壊熱のコントロールが

困難という本質的リスクがある．このため、

最後の防護壁とされる格納容器が破損した場

合には放射性物質の外部への漏えいを抑制す

る手立てがなくなってしまう．にもかかわら

ず、格納容器はいかなる場合にも絶対に壊れ

ることはない、という安全神話が政府公式見

解として国会においてもまことしやかに語ら

れていた．原発のもつ本質的リスクに目をつ

ぶってしまっていたのである．科学的に考え

ると絶対安全という状態はありえないにもか

かわらず、大多数がそういう神話を疑わなか

った点は今となっては大いに悔やまれる． 
 
3．経済性神話の横行 
第三の反省点として、原発コストの見積も

りの甘さが挙げられる．3.11 以降、技術開発

や立地対策に投じられた財政資金、さらには

数十兆円にも及ぶ賠償金額を加算すると、原

発は火力より必ずしも安くないのではないか
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という疑問が提起されるようになった．この

ようなコストは従来からの発電コストの比較

では考慮されてこなかった．原発のトータ

ル・コストを過小評価した経済性神話の横行

を許してしまったことは深く反省すべきであ

る． 
 

Ⅱ．対応の動向 
 

東京電力管内では計画停電が実施され、ま

た放射能汚染が土壌、作物、魚など広範囲に

及び、国民感情のレベルで 1973 年のオイルシ

ョックを上回るインパクトを受けた．省エネ

型ライフスタイル、創エネ型住宅、エネルギ

ー・セキュリティの確保などへの関心が高ま

った．脱原発を望む声は多いが、政策当局は

現在審議中で最終方針は未確定． 
 

1．分散電源の導入に弾み 
（１）[企業] 自家発電を増強し、自ら電力

の安定供給を図る動き． 
（２）[家庭] 太陽光発電パネル、コージェ

ネ、燃料電池、蓄電池などを設置する動き． 
（３）[政策動向]メガソーラー発電からの全

量買い取り制度の導入を決定． 
 スマートグリッド構想の実証を加速． 
 
2．制度改革の議論が開始 
 内閣府や経済産業省において各種検討部会

が設けられ、以下のような議論が行われてい

る． 
（１）発送電分離と小売りの完全自由化 
（２）電気料金制度(総括原価方式)の見直し 
（３）自給率の向上や電源のベストミックス

など政策の基本フレームの見直し 
 

Ⅲ．これからの論点整理 
 

1．火力発電の稼働アップ 

原発 54 基の約 8 割が停止中で、火力発電の

稼働率が上昇しＣＯ２排出が増加．京都議定

書の遵守や今後の温暖化対策が課題． 
 
2．新エネ買い取り制度設計 
再生可能エネルギーの買い取り量が増すに

つれ電気料金の上昇が見込まれる．このよう

な形での国民負担がどこまで社会的に受け入

れられるかが課題． 
 

3．原発再開 
今春 4 月末には原発がすべて停止する事態

が予想されるが、ストレステストの評価と再

開を巡る地元自治体の首長の意向が課題． 
 

4．スマートグリッド 
将来の電力システムにリアルタイム・プラ

イシングやスマートグリッドをどう組み込む

かが課題． 
 

IV．原発再稼働をどう考えるか 
～発送電の全国一体運用を 

 
現時点（2012 年 2 月 16 日現在）で稼働中

の原発は３基となっており、今後は原発再稼

働を巡る議論が高まることが予想されます．

ここでは従来からの原発対新エネという対立

の構図ではなく、送電網の全国規模での運用

という視点から考察してみよう． 
「電気予報の論理」を沖縄電力を除く 9 電

力会社および電源開発と日本原子力発電、公

営、その他の卸電気事業者に適用してみまし

ょう．原発と沖縄電力を除く 9 電力と卸電力

の水力と地熱、火力、風力、太陽光を合計す

ると1億8404万キロワットとなります．一方、

10 電力を合成した場合の過去における最大

電力は 2001年 7月 24日の 1億 8270万キロワ

ットです．その時の沖縄電力の需要はデータ

がないために不明ですが、2001 年 6 月 28 日
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にその年の最大電力 148 万キロワットが出て

います．仮にその分を差し引くと、9 電力の

過去最大の電力需要は1億8122万キロワット

と推定されます．水道管のパイプの太さがキ

ロワットにあたるといわれますが、電力会社

は需要の変化におうじて供給側が発電能力に

相当するパイプの直径を変えていくような設

備運用を行っています．一昨年の 2010 年は東

京でも秋分の日直前まで最高気温が 30 度を

こえる真夏日が続き計 71 日間という新記録

をつくりましたが、10 電力合計の最大電力は

8 月 23 日の 1 億 7775 万キロワットにとどま

りました ．沖縄を除く日本全国の電気予報は、

下図のようにピーク時供給力は1億8404万キ

ロワット、予想最大電力は過去最大で 1 億

8122 万キロワットあるいは近年では最低の

2009 年で 1 億 5900 万キロワットとなります

（この値から同年 8 月 3 日の沖縄の年間最大

電力154万キロワットを引くと1億5746万キ

ロワットになります）．電気予報で使われる

棒グラフでは、使用率は 99%あるいは 86%と

なります． 
既に我が国では昭和 34 年から電力会社間

の送電線による連系が開始され、昭和 54 年に

は北海道から九州までの電力ネットワークは

すべてつながっています．その後もさらなる

連系の強化が進んでいます．したがって会社

間の一体的設備運用を行えば、なんとか電気

は足りるという仮説が成立すると思われます．

送電線の強化や 50 ヘルツと 60 ヘルツ間の周

波数変換所の増設など補強しなければならな

い点もあるでしょうが、10 電力体制を超えた

オールジャパン体制を構築すれば実現できる

はずだ、と私は考えます．送電設備の資産は

10 社計で約 6 兆円であり、総固定資産の約 36
兆円の 6 分の 1 ですから、補強してもそれほ

ど多額の費用はかからないでしょう． 
これまでは 9 電力体制というかたちで各社

がそれぞれの供給区域内の需要に対応して十

分な供給力を持ちうるように発電設備を増強

してきました．供給予備力も十分にあります．

我が国の 10 電力会社全体の総電力需要は、

2009 年度の 1 年間で 8585 億キロワット時で

あり、1 年間＝8760 時間でわると平均需要は

9800 万キロワットになります．ところで 2009
年度の年最大需要は 2009 年 8 月 7 日の 1 億

5900 万キロワットです．ちなみに、これまで

の最大値は 2001年 7月 24日の 1億 8270万キ

ロワットです．したがって 2009 年度でみると、

平均需要は最大需要の約 60％となります．発

電設備の面ではかなり余裕があります．それ

にくわえて最大電力も 2001 年をピークにそ

の後は減り続けています．このようなわけで

全国の発電所をあわせて一体とする設備運用

をすれば過剰な供給余力が生まれます．した

がって 54 基、4885 万キロワットの原発は止

めても全国の需要をまかなえるという理屈で

す．現時点で稼働している 3 基が停止したら

経済活動に甚大な影響が出て大パニックにな

るという言説もありますが、本当に電力の安

定供給に支障が出るのかは検証する必要があ

ります． 
昨年の夏は15%の節電で東京電力管内では

約 1000 万キロワットもの節電が可能となっ

たと報ぜられていますから、これを全国展開

すれば 3000 万キロワット程度の節電が可能

となるでしょう．この場合の使用率は、83%
あるいは 70%とかなり余裕があります． 
このオールジャパン体制を実現すれば、全

国各地でいっせいに同時刻にピーク需要が出

るわけではありませんから、電気の余ってい

る会社から不足している会社に対して全国的

に融通することが可能になります．北海道で

は 12 月から 2 月の冬場に、東北と北陸ではま

れに冬場に、その他ではほとんど 7～9 月の夏

場にピークが出ています．日時をみるとまれ

に同日の場合がありますが、多少は時刻がず

れているという各社ごとの「負荷パターン」
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のちがいがあります．このため自社の供給力

では電気が足りなくなり一社のみでは安定供

給の実現が不可能な時でも、他社からの融通

をとりつければ供給力の確保が可能になりま

す．原発を「不要」にすることができるので

す．これが、まさに「ネットワーク連系効果」

だといえます．これを活用しようというのが

このアイデアです．現在停止中の原発の再稼

働を認めず、また現在運転中のものはこれか

ら定期検査に入る時点で停止とすれば、約 40
年前のまだ原発が運転を開始していない水力

と火力だけの時代に戻ることができます．実

は戦時中の日本でこの体制がとられたことが

あります．日本発送電株式会社は、1939 年（昭

和 14 年）から 1951 年（昭和 26 年）まで日本

の電力事業を司った特殊法人で、国家総力戦

体制を構築しようとする当時の日本政府の電

力国家管理政策に基づき、東京電燈・日本電

力など全国の電力会社の現物出資や合併によ

って設立された半官半民のトラスト（企業合

同）です．戦時中のような国家主導の体制で

はなくとも、各社協調によって国難を打破す

べく一体的運用の実現に挑戦すべき時です．

強力な政治的リーダーシップが求められます

が、リスクの大きい原発を再開せずに電気を

確保することに対しては国民的支持が得られ

るはずです．原発のかわりに火力の稼働を増

やすことによる CO2 の増加は避けられませ

んが、節電を継続し供給体制を全国一本化す

れば、怖い原発の再稼働を回避することは可

能です．ヨーロッパでは、脱原発を表明した

ドイツやイタリアなどは他国から電気を輸入

することが可能です．それは、国際間の送電

線連係ができあがっているからです．EU は

再生可能エネルギーを増加させる戦略として、

採算性が高く、発電容量の大きい風力発電の

増加に注力してきた結果、2009 年で 7658 万

キロワットの風力発電があります．風力発電

の出力パターンは地域によって異なりますか

ら、広域送電網でつなげば出力変動が互いに

打ち消されて平準化し系統運用が安定化しま

す．このような理由で EU は国境を越えた広

域送電網の建設に重点を置いてきました．我

が国の国内においても、各社ごとの部分最適

の体制から会社間の連系線強化による全国的

な全体最適の体制へと変革し国難に立ち向か

うべきと思います．このようなエネルギー・

インフラは再生可能エネルギーの大量導入に

も役立ちます． 
各社毎に発電設備容量とピーク需要を比べ

て原発再開なしの影響を判断しなければなり

ません．たとえば東京電力管内では 2010 年 7
月 23 日に年間最大のピーク需要 5999 万キロ

ワットを記録しました．その日の 14 時台の東

京の平均気温は 34.9 度でした．現在の東京電

 

図 日本全国の電気予報

過去最大のピーク需要を想定したケース

2009年の最大電力を想定したケース

99％（省エネで83％へ）

86％（省エネで70％へ）
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年7
月

力の発電設備は水力が 899 万キロワット、火

力が 3829 万キロワットであすから両者をあ

わせても 4718 万キロワットにすぎません．さ

らに現在運転中の原子炉 4 基（柏崎刈羽原発

の 1,5,6,7 号機）の合計 491 万キロワットを加

えると 5209 万キロワットになります．東京電

力の発表によれば内訳は公表されていません

が、4900 万キロワット（2011 年 6 月 29 日現

在）が供給力の限界となっています．もしピ

ーク需要がこの限界を超えそうになれば、原

則として実施しないこととしている計画停電

を行わざるを得なくなります．ちなみに東京

電力管内の過去最高のピーク需要は2001
24 日の 6430 万キロワットです． 
中部電力の場合は 2008 年に 2821 万キロワ

ットの最大ピーク需要が出ていますが、現在

の水力、火力の合計で 2919 万キロワットの発

電設備がありますから、原発（発電設備出力

の約 11％を占める）を動かさなくても供給予

備率は低下しますが、なんとか対処できるで

しょう．ピーク需要が出た時の供給余力が原

発の分より多ければ、原発なしでも対応可能

となるからです．九州電力の場合は原発のウ

エイトは 26％と高いため、水力と火力の合計
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の余剰の購入を実施するしかありま

せ

減少し、

卸

1476 万キロワットでは今年の想定ピーク需

要 1669 万キロワット（過去最大は 2008 年の

1771 万キロワット）をまかなえません．東京

電力は原発が 27％、関西電力は 28％です．こ

のように原発が発電設備出力に占める割合が

高い電力会社ほど、原発ゼロの影響が相対的

に大きくなります．現有の水力と火力だけで

は間に合わなくなり、節電を一層強化するか、

他社からの融通を増やすか、あるいは太陽光

発電や風力などの再生可能エネルギーの導入

を図るか、または火力を増強、あるいは自家

発電から

ん． 
上表は、このような各社ごとの影響を検討

した結果です．1 列目の数字は各社ごとの過

去の最大電力を示しています．カッコ内はそ

の時の年月日です．北海道だけが冬ピークで、

あとはすべて夏ピークです．各社でいっせい

に過去の最大電力がでると想定し、単純にそ

の数値を合計すると1億8865万キロワットと

なります．2 列目は原発を除く各社の発電設

備で、卸電力を加えると 1 億 8404 万キロワッ

トです．原発 2 基のみを有する日本原子力発

電は除外してあります．3 列目は 2 列目から 1
列目を引いた数字で、過去最大の需要が今発

生したと想定した場合の供給余力を示してい

ます．中部と北陸を除く各社は供給が足りま

せん．その過不足の合計は 9 電力計で 3282
万キロワットの不足となり、卸電力の原発を

除く供給力 2821 万キロワットをあてても、

461 万キロワットだけ不足します．卸電力の

供給力が 9 電力にどう配分されているかは公

表されていませんから詳細はよくわかりませ

ん．また 4 列目は 15%の節電がされた場合の

最大電力を示しています．2 列目から 4 列目

を引いて供給余力を求めたのが 5 列目になり

ます．北海道、東北、中国は節電の効果で供

給余力が出てきますが、東京、関西、四国、

九州は依然として供給不足です．しかし過不

足の合計は 453 万キロワットと大幅に

電力の供給力でカバーできます． 
ところで隣接する会社間の連系量を考えて

みましょう．現実に運用できる容量は熱の発

生や周波数・電圧の変動のために制約を受け

るために、設計上の送電容量を下回ります．3
行目の場合は、東北、東京と九州を除けば自

社の供給力不足をほぼ連系によって補うこと

ができます．また 5 行目の場合では、連系で

不足を補えないのは東京のみとなります．こ

れまでは各社とも会社ごとに需給バランスを

とる自社完結主義の経営をとってきましたか

ら、連系量の実績は必要最小限に抑えられて

きたようです．連系量を最大にするには経営

方針の転換が必要となります．欧州各国の連

系状況を見てみると、相互依存関係が強そう

です．仏教用語で「融通」といえば、別々の

ものがとけあって一体となることを意味する

そうですが、欧州の送電線はまさに一体とな

っているような印象をあたえます．しかしド

イツが隣接国から融通してもらえる量は 802
万キロワットで、自国の最大電力 6997 万キロ

ワットの約 11%です．ちなみにイタリアは

12%、スウェーデンは 25%、スペインは 6%、

イギリスは 3%となります．我が国の場合は

どうでしょうか．上表の一番右の行は隣接会

社から融通を受けられる最大連系量を自社に

おける過去の最大電力で割ったものですが、

九州を除く各社は約10～50%と最低でもドイ

ツやイタリア並みで、9 社のうち 6 社はそれ

以上です．つまり、やろうとすれば我が国の

内部で欧州並みの連系は十分にできる物理的

能力はすでにあるということを意味していま

す．こうして国際比較をしてみると、我が国

の会社間連系の能力は欧州並みか以上である

にもかかわらず、連系を最大に活用し自社の

発電設備を最小化するような経営方針がとら

れていないために、実際の連系実績は極めて

低調である、ということがいえるのではない
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でしょうか．技術の問題ではなく、経営の問

題

まとめると、結論は

次

をオール日本の視点から直ちに実行す

． 

Ⅴ．太陽光発電の買い取り価格をどう設定す

るか 

す．3 キロワットを設置すれば、1,236,000 円 かかるということです．そこで平均の 35 万円

です． 
以上述べてきたことを

のようになります． 
会社間連系の現行設備能力を最大限に活用

した電力融通のオール日本体制を早急に確立

し、原発以外の現行発電設備を優先的に投入

する．このようなシミュレーションを実施し、

それでも電力不足が起きる可能性の高い地域

が残る場合には、その地域の電力会社だけに

限定して原発の再開を必要最小限の基数のみ

認める．と同時に、全原発を停止しても融通

によって電力供給ができるような連系線の強

化工事

る

 

 
私の住んでいる川崎市で自宅の屋根に太陽

光発電パネルを設置したケースの収支を試算

してみましょう．近くの家電量販店のチラシ

によれば、値引きを考慮すれば工事費込みで

キロワットあたり約 50 万円で購入できそう

です．国からの補助金が 48,000 円、神奈川県

から 15,000 円、さらに川崎市から 25,000 円と

合計 88,000 円です．これを差し引いて初期投

資額はキロワットあたり 412,000 円となりま

です． 
上図は一般家庭での 1 日の電気の使われ方

と太陽光発電でつくる電気のパターンを示し

たものです．朝と晩に電気を多く使うことが

わかります．昼間はあまり電気を使いません

から、太陽光で発電した電気は余りが出て、

それをキロワット時あたり 42 円で東京電力

に売電します．1 年間で太陽光が発電する量

は 3,000 キロワット時と推定されます．その

なかで自家消費分（山形の下の部分）を 1,500
キロワット時とすれば、売電分（山形の上の

部分）は残りの 1,500 キロワット時です．1
年間では売電収入が 63,000 円、太陽光発電で

まかなった自家消費分については、もし設置

しなければキロワット時あたり 23 円を東京

電力に支払ったことになる分34,500円の節約

となり、あわせて 97,500 円の収入です．11
年目以降は売電価格が 23 円に下がりますか

ら、売電収入は 34,500 円で、自己消費分の節

約と合わせて 69,000 円の収入です．したがっ

て修理代などがかからなければ 14 年間の収

入は 1,251,000 円となり初期投資が回収でき

ます．20 年間では 429,000 円の得になります．

パネルについては、25 年間の保証をするメー

カーもありますから、少なくとも 20 年間はも

つでしょう．しかし家電量販店によれば、11
年目以降にパワーコンディショナー（直流交

流変換器）の交換が必要になり、30～40 万円
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延長すれ

ば

の認可にあたって電力会社に

対

ルギーの大量普及には技術革

新

が

あ

国では、太陽光発電パネル購入時

に

を差し引くとやっと 19 年目の終わり頃に投

資回収ができ、20 年間の得は 79,000 円に低下

してしまいます．初期投資額の年利回りは 20
年複利で 0.3％にしかなりません． 
買い取り期間を 10 年から 20 年に

、収入が売電の収入増 285,000 円だけ増え

ますから、364,000 円の利益がでます．年利回

りは 1.3％にあがります．現在の新発 10 年物

の国債利回りが 1.2%ですから、ほぼ同率にな

ります．さらに全量買い取りにすれば、売電

収入は 20 年で 2,520,000 円となり、11 年目の

交換代 35 万円を引いても 2,170,000 円の利益

が出ます．初期投資は 10 年で回収出来ます．

年利回りは 5.2%です．この場合には、電力会

社に支払う金額は太陽光発電パネルを設置す

る前後で変化ありません．発電したものは全

量販売してしまいますから、自家消費分は従

来と同様に電力会社から買うことになります．

設置したパネルがどれだけ利益を生むかだけ

が問題です． 
国が電気料金

して適用する公正な事業報酬率と同じ数値

を、家庭の利回りにもあてはめる、という考

え方もあるでしょう．現行の事業報酬率は

2.8%です．家庭の利回りが複利でちょうど

2.8%となるような買い取り価格を計算して

みましょう．余剰分の買い取りの場合では、

買い取り期間が 10 年で 97 円（現行ではこの

値は 42 円に設定されています）、20 年で 60
円となります．また全量買い取りの場合では、

買い取り期間が 10 年で 60 円、20 年で 42 円

となります． 
再生可能エネ

だけでなく社会制度の革新がカギとなりま

す．ドイツの事例は、このことの重要性を語

っています．ドイツにおける太陽光発電の設

備容量は 2005 年に日本を抜いて世界一とな

りました．我が国は 1973 年の第 1 次石油ショ

ック後に、ナショナル・プロジェクトとして

太陽光発電などの新エネルギー技術の研究開

発（サンシャイン計画）を進めてきたことも

あり、技術革新の面では長い間フロント・ラ

ンナーの位置を守ってきました．市場シェア

の点でもシャープが第 1 位でしたが、国の補

助金制度が一時的でしたが 2005 年度で終了

してしまったこと、さらに日本政府は 2003
年から 2009 年まで電力会社に再生可能エネ

ルギーの導入を1.35％だけ義務付けるRPS法
（義務量割当制度）を採用していたことなど

で、2007 年にはドイツの Q セルズに抜かれて

しまいます．フィード・イン・タリフ制度が

導入されたのは民主党政権が発足する直前の

2009 年からと政策の面で出遅れてしまった

ことが大きく影響していると思います． 
この差はドイツの巧みな制度設計に原因

ります．1991 年に施行された「電力供給法」

では太陽エネルギーと風力の買い取り価格は

小売価格の 90％以上と定められ、1 キロワッ

ト時あたり約 17 ペニヒでした．買い取り期間

は 20 年です．1990～2000 年の間に、風力は

102倍の611万キロワットに急伸しましたが、

発電コストの高い太陽光は 50 倍の 10 万キロ

ワットと小さい規模のままでした．ところが

2000 年の「再生可能エネルギー法」では、風

力の買い取り価格が約 9 ペニヒ（稼働より 5
年間）、約 6 ペニヒ（6 年目以降）に下がり、

逆に太陽光は 51 ペニヒと大幅に引き上げら

れました．その結果、2000～2004 年の間に、

風力は 2.7 倍の 1663 万キロワットに、太陽光

は 10.2 倍の 102 万キロワットと、太陽光の急

伸が際立ちました．太陽光は 2009 年には 968
万キロワットで、日本の 3.7 倍の規模になり

ました． 
一方我が

設備代金の一部を国が補助し、電力会社に

よる電気の買い取りと共に普及拡大を図る政

策がとられました．しかし、これら両者の効

果を合わせても、設置者は耐用年数の間に投
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1 一橋大学商学研究科． 
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資額が回収できないという状況でした．環境

にやさしい太陽光発電パネルをつけても、結

局のところ「自己負担」が強いられました．

電力会社から従来通り電気を「買う」方が得

でした．自ら発電して電力会社に売るという

電気を「つくる」選択をすれば、売れば売る

ほど赤字が増えるという状態でした．電気を

顧客にたくさん売れば売るほど電力会社の利

益が増えるのとは逆の仕組みになっていまし

た．これではダメです．マイナスの「自己負

担」ではなくプラスの「利益」が出るような

制度設計を用意すべきだったと思います．電

気を賢く、つくり、たくわえ、送り、配り、

節約するためには、賢い制度を用意する必要

があります． 
 
 
脚

 

 
 
＊

 
［

ンター，1998 年 

大澤正治・栗原史

の核心と将来展望―ネットワークの新しい

概念を求めてー」『愛知大学経済論集』 第

187 号，2011 年，pp.1-46   
栗原史郎「電力会社間で融通

援メッセージ ３・１１大震災 『河北新

報』 2012 年 1 月 22 日付，第 5 面（声の

交差点） 
］電気事

（http://www5.fepc.or.jp/tokei/） 

 83


